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 地域密着型通所介護 重要事項説明書                       R6.9 
 

当事業所は利用者に対して指定地域密着型通所介護サービスを提供します。当事業所の概要や提供され

るサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明いたします。 

 

１ 指定地域密着型通所介護サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称  社会福祉法人 高志会 

代 表 者 氏 名  理事長 高橋 弘充 

所 在 地 

（連絡先及び電話番号等） 

 大阪府高槻市三島江４丁目３８番７号 

 電話番号 072-677-5888 FAX番号 072-677-5927 

法人設立年月日  平成１０年１１月１２日 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

(1) 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称  れんげ荘フィットネスデイ柱本 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
 ２７９０９００８０３ 

事 業 所 所 在 地  大阪府高槻市柱本５丁目３１－２ 

連 絡 先  ０７２－６６８－２２６８    FAX：０７２－６６８－２２６９ 

事業所の通常の 

事業の実施地域 
高槻市 

利 用 定 員  １単位目 １８人  ２単位目 １８人 

管 理 者 野久保 高浩 

 

(2) 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

介護保険法令に従い、利用者がその有する能力に応じ可能な限り自立した日常

生活が営むことが出来るように支援することを目的として、利用者に日常生活を

営むために必要なサービスを利用いただき、地域密着型通所介護サービスを提

供します。 

運 営 の 方 針 

・ 実施する事業は、利用者が可能な限りその能力に応じて自立した日常生活

が営めるよう配慮したものとします。 

・ 利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の立場に立ったサービスの提供に

努めます。 

・ 市町村及びその他事業者、施設、医療機関と連携をとり事業を実施します。 

・ 高槻市条例に基づく基準を厳守し事業を実施します。 

 

(3) 事業所窓口の営業日及び営業時間 

 

 

 

 

 

営 業 日 
 月曜日から金曜日 

（ただし、年末年始 休業１２月３１日～１月３日） 

営 業 時 間 午前８時から午後５時３０分 
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(4) サービス提供時間 

サービス提供日 
月曜日から金曜日 

（ただし、年末年始 休業１２月３１日～１月３日） 

サービス提供時間 
 １単位目 午前９時から午後１２時１５分 

 ２単位目 午後１時１５分から午後４時３０分 

 

(5) 事業所の職員体制 

職 職 務 内 容 人 員 数 

管理者 
職員等の管理及び利用申込に係る調整、業務の実施状況の把握そ

の他の管理を一元的に行います。 
１名 

生活相談員 利用者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 １名 

看護職員 
主に利用者の健康管理や療養上の支援を行いますが、日常生活上

の介護、介助等も行います。 
１名 

介護職員 
利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等 

を行います。 
２名 

機能訓練 

指導員 

地域密着型通所介護計画に基づき、その利用者が可能な限りその

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう、機能訓練を行います。  

１名 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

(1) 提供するサービスの内容 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

通所介護計画の作成 

1 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画（ケア

プラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行

い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定めた地域密着型

通所介護計画を作成します。 

2 地域密着型通所介護計画の作成に当たっては、その内容について利

用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

3 地域密着型通所介護計画の内容について、利用者の同意を得たとき

は、地域密着型通所介護計画書を利用者に交付します 

4 それぞれの利用者について、地域密着型通所通所介護計画に従った

サービスの実施状況及び目標の達成状況の記録を行います。  

利用者居宅への送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの間の送迎

を行います。 

ただし、道路が狭いなどの事情により、自動車による送迎が困難な場合

は、車いす又は歩行介助により送迎を行うことがあります。 

日常生活上の世話 介助が必要な利用者に対して、排泄、更衣、移動・移乗介助を行います。 

機能訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、体操などを

通じた訓練や機能訓練指導員が専門的知識に基づき、器械・器具等を使

用した訓練を行います。 

その他 
利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供しま

す。 
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(2) 加算対象サービスの内容 

項  目 内     容 

個別機能訓練加算

（Ⅰ）イ 

専従の機能訓練指導員等を１名以上配置し、機能訓練指導員等が居宅を訪問

し、利用者の心身等の状況に応じて、個別機能訓練計画を作成し、訓練内容の

説明、見直しなどを行い、日常生活を送るのに必要な機能の回復又はその減退

を防止するための訓練を実施します。 

介護職員等処遇改

善加算（Ⅱ） 

厚生労働大臣が定める基準に適合している、介護職員の賃金の改善等を実施

している場合に算定 

 

(3) 提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合） 

下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付額を除いた金額

（負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、利用者の要介護度に応じて異なります。）ただし、

サービス単位数の総合計×地域単価で計算しますので、端数にわずかな誤差が生ずる場合があります。 

☆ 利用料金は１日あたりの金額です。 

介護度 単位数 利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

要介護１ ４１６ ４,３８４円 ４３９円 ８７７円 １,３１６円 

要介護２ ４７８ ５,０３８円 ５０４円 １,００８円 １,５１２円 

要介護３ ５４０ ５,６９１円 ５７０円 １,１３９円 １,７０８円 

要介護４ ６００ ６,３２４円 ６３３円 １,２６５円 １,８９８円 

要介護５ ６６３ ６,９８８円 ６９９円 １,３９８円 ２,０９７円 

 

加算サービス（該当する項目のみ加算となります。） 

サービス内容 単位数 利用料 １割負担 ２割負担 ３割負担 

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ ５６ ５９０円/日 ５９円 １１８円 １７７円 

介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 総単位数×９.０％×１０.５４ １０％ ２０％ ３０％ 

送迎が必要でない場合（片道） 減算額 －５０円 －９９円 －１４９円 

※ (利用料について、事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額をいったんお支払

いただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、｢領収書｣を添えてお住まいの市町村

に居宅介護サービス費の支給（利用者負担額を除く）申請を行ってください。 

 

４ その他の費用について 

   以下のサービスは、利用料金の金額が利用者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金>  

項  目 内     容 

①介護保険給付の支給限度

額を超えるサービスの利用 

介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、

サービス利用料金の全額が利用者の負担となります。 

②複写物の交付 

（写真は実費相当額） 

１枚につき １０円 

利用者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、

複写物を必要とする場合には上記の金額を負担していただきます。 
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③レクリエーション、 

クラブ活動 

利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加することがで

きます。 

・利用料金：材料代等の実費をいただくことがあります。 

④キャンセル料 

サービスの利用をキャンセルされる場合、キャンセルの連絡をいただ

いた時間に応じて、下記によりキャンセル料を請求させていただきま

す。 

利用予定日の前日午後 5 時まで

に申し出があった場合 

無料 

利用予定日の前日午後 5 時まで

に申し出がなかった場合 

当日の利用料金 

（自己負担相当額） 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあります。その

場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う１か月前までに説明します。 

 

５ 利用料、利用者負担及びその他の費用の請求及び支払い方法について 

（１）請求方法 ①利用料利用者負担額及びその他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月

ごとの合計金額により請求いたします。 

②上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月１５日以降に手渡し又は郵

送します。 

（２）支払い方法 ①下記のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

(ア)郵便局口座からの自動引落 

(イ)事業者指定口座への振り込み（振込手数料はご負担していただきます。） 

  振込先：関西みらい銀行 茨木中央支店 

      普通口座 口座番号：００３６３６４  

口座名義 社会福祉法人 高志会 本部 理事長 高橋弘充 

    （ｼｬｶｲﾌｸｼﾎｳｼﾞﾝ ｺｳｼｶｲ ﾎﾝﾌﾞ ﾘｼﾞﾁｮｳ ﾀｶﾊｼﾋﾛﾐﾂ） 

(ウ)銀行口座からの自動引落 

  但し、引落手数料１００円を利用料と合わせてご負担していただきます。 

(エ)現金支払い 

②自動引落の場合は、翌月２８日に引落しします。振込または現金でお支払いの場合

は、月末までにお支払いをお願いします。 

③お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収書をお渡ししますの

で、必ず保管されますようお願いします。（医療費控除の還付請求の際に必要となるこ

とがあります。） 

 

６ サービスの提供にあたって 

（1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所などに変更があった場合

は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われる

よう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、

必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効

期間が終了する３０日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。 

（3） 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基づき、利用者及び

家族の意向を踏まえて、｢地域密着型通所介護計画｣を作成します。なお、作成した「通所介護計画」は、

利用者又は家族にその内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします。 

（4） サービス提供は「地域密着型通所介護計画｣に基づいて行ないます。なお、「地域密着型通所介護計画」

は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます。 

（5） 通所介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者が行ないま
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すが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行ないます。 

 

７ 心身の状況の把握 

指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等

を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用

状況等の把握に努めるものとします。 

 

８ 居宅介護支援事業者等との連携 

(1) 指定地域密着型通所介護の提供に当り、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サービ

スの提供者と密接な連携に努めます。 

(2) サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「地域密着型通所介護計画」の写しを、

利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

(3) サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その内容を記した 書面

またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

９ サービス提供の記録 

(1) 指定地域密着型通所介護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録は、提供の日から

５年間保存します。 

(2) 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求することができ

ます。 

 

１０ サービスの利用に関する留意事項 

（1） 持ち込みの制限 

酒の持ち込み及び事業所側が必要無いと思われるものは制限させて頂きます。 

（2） 施設・設備の使用上の注意 

①共用施設、敷地を本来の用途に従って利用してください。 

②故意又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず施設、設備を壊したり、汚したりした場合には、

利用者の自己負担により現状に復していただくか、又は相当の代価をお支払いただく場合があります。 

③当事業所の職員や他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動などを行うこと

はできません。 

（3） 喫煙 

施設内では指定した喫煙スペース以外での喫煙はできません。 

 

１１ サービス利用をやめる場合 

契約の有効期間は、契約締結の日から利用者の要介護認定満了日までですが、契約期間満了の２日前ま

でに利用者から契約終了の申し出がない場合には、契約は同じ条件で更新され、以後も同様となります。契約

期間中は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、以下の事項に該当

する場合には、当事業所との契約は終了します。 

①利用者が死亡した場合 

②要介護認定により利用者の心身の状況が自立（非該当）又は要支援と判定された場合 

③事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉鎖した場合 
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④施設の滅失や重大な毀損により、利用者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

⑤当事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥利用者から解約又は契約解除の申し出があった場合 

⑦事業者から契約解除を申し出た場合 

 

(1) 利用者からの解約・契約解除の申し出 

契約の有効期間であっても、利用者から利用契約の全部又は一部を解約することができます。その場合

には、利用終了を希望する日の７日前までに解約届出書をご提示ください。ただし、以下の場合には、即時

に利用の全部又は一部を解約・解除をすることができます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②事業所の運営規程の変更に同意できない場合 

③利用者が入院された場合 

④利用者の「居宅サービス計画（ケアプラン）」が変更された場合（一部解約はできません） 

⑤事業者もしくは職員が正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない場合 

⑥事業者もしくは職員が守秘義務に違反した場合 

⑦事業者もしくは職員が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、または著しい不信行為、

その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑧他の利用者が利用者の身体・財物・信用等を傷つけた場合、もしくは傷つける具体的な恐れがある場合に

おいて、事業者が適切な対応をとらない場合 

(2) 事業者からの契約解除の申し出 

以下の事項に該当する場合には、本利用の全部又は一部を解除させていただくことがあります。 

①利用者が契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げず、 又は

不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

②利用者による､サービス利用料金の支払が３か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にも関わらず、これ

が支払われない場合 

③利用者が、故意又は重大な過失により、事業者又は職員もしくは他の利用サービス等の財物・信用等を傷

つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④利用者の行動が他の利用者もしくは職員の生命・身体・健康に重大な影響を及ぼす恐れがある場合（暴

力行為、卑猥な行動や発言等）、若しくは、利用者が重大な自傷行為（自殺に至る恐れがあるような場合）

を繰り返すなど、本契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合 

(3) 利用の一部が解約または解除された場合 

本利用の一部が解約又は解除された場合には、当該サービスにかかわる条項はその効力を失います。 

(4) 利用の終了に伴う援助 

契約が終了する場合には、事業者は利用者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を

行うよう努めます。 

 

１２ 高齢者虐待防止について 

  事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとします。 

(1) 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周

知徹底を図ります。 

(2) 虐待の防止のための指針を整備します。 
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(3) 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

(4) 上記措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

 

１３ 身体拘束について 

利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為は致しません。ただし、利用者又は他の利用者等の

生命・身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録するなど、適正な手続きにより身体等を拘束す

る場合があります。 

 

１４ 損害賠償について 

当事業所において、事業者の責任により利用者に生じた損害については、事業者は速やかにその損害を賠

償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

ただし、その損害の発生について、利用者の置かれた心身の状況を斟酌した上で故意又は過失が認められ

る場合は、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 

１５ 非常災害対策 

非常災害その他緊急災害時に備え、必要な設備を整えると共に常に関係機関と連絡を密にし、取るべき措

置について具体的計画を策定するとともに、利用者に対して定期的に避難、救出、その他必要な訓練を行いま

す。 

 

１６ 感染症の予防及びまん延防止の為の措置 

     感染症の事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に

１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底します。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１７ 業務継続計画の策定について 

（１） 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する介護サービスの提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業

務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（２） 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

（３） 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１８ 秘密の保持と個人情報の保護について 

(1) 利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り扱い

に努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「職員」という。）は、サービス提供をする上で知り得た利用者及

びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 
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④ 事業者は、職員に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である期間

及び職員でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容とします。 

(2) 個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の個人

情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス

担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録

を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止す

るものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、開示の結果、

情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲

内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負担となります。) 

 

1９ 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、

利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行います。 

 

２０ 緊急時の対応方法について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師への

連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

（緊急時の連絡先） 

緊急連絡先氏名 電話（自宅） 携帯電話 他 

    

    

    

かかりつけ医療機関 主治医氏名 電  話 住  所 

    

 

２１ 苦情処理の体制及び手順について 

  苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するため必要に応じ訪問し、状況の聞き取りや

事情の確認を行い、利用者の立場を考慮しながら事実関係の特定を慎重に行います。相談担当者は、把握

した状況を管理者とともに検討を行い、当面及び看護の対応を決定します。対応内容に基づき、必要に応じ

て関係者への連絡調整を行うとともに、利用者へは必ず対応方法を含めた結果報告を行います。 

 

（１）当事業所における苦情や相談は以下の専用窓口で受け付けます。苦情を受け付けた後、問題点を把握

の上、対応策を検討し必要に応じて説明いたします。 
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○苦情受付担当者： 管理者 野久保 高浩 

○苦情解決責任者： 施設長 池田 浩之 

○受 付 時 間： ９：００～１７：３０ 

○受 付 方 法： 電 話 ０７２－６６８－２２６８ 

  ※備え付けの「意見箱」に投書いただいても結構です。 

（２）行政機関その他の苦情受付（土日祝日、年末年始を除く） 

高槻市健康福祉部 

福祉指導課 

所 在 地： 高槻市桃園町２－１ 電話： ０７２－６７４－７８２１ 

受付時間： ８：４５～１７：１５ 

高槻市健康福祉部 

長寿介護課 

所 在 地： 高槻市桃園町２－１ 電話： ０７２－６７４－７１６６ 

受付時間： ８：４５～１７：１５ 

大阪府国民保険団体

連合会介護保険課 

所 在 地： 大阪市中央区常盤町１丁目３番８号 中央大通ＦＮビル内  

電   話： ０６－６９４９－５４１８  受付時間： ９：００～１７：００ 

 

（３）第三者委員（公平・中立な立場で苦情・相談を解決する機関です。） 

    高田 崇一（社会保険労務士：06-6362-2731） 

黒田 恭子（評議員：072-696-6949） 

藤尾 純一（評議員：072-677-1533） 

 

（４）第三者評価の実施 

実施の有無 無 ・ 有（  年  月  日） 

評価機関の名称  

評価結果の開示  
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２２ 重要事項説明の年月日 

 

この重要事項説明書の説明年月日 年   月   日 

 

指定地域密着型通所介護サービスの開始に当たり、利用者に対して、契約書及び本書面に基づいて 重要

な事項を説明し、交付しました。 

 

事

業

者 

所 在 地 
〒569-0835 

大阪府高槻市三島江４丁目３８番７号 

法 人 名 社会福祉法人 高志会 

代 表 者 名 理事長 高橋 弘充             印   

事 業 所 名 れんげ荘フィットネスデイ柱本 

説 明 者 氏 名 印 

 

 上記内容の説明を事業者から確かに受けました。 

利用者 

住 所 
 

氏 名 印 

 

代理人 

住 所 
 

氏 名 印 
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個人情報使用の同意書 

 

 私及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用するこ

とに同意します。 

記 

１ 使用する目的 

 事業所が介護保険法に関する法令に従い、私のデイサービス利用契約に基づき、介護（予防）サービ

ス等を円滑に実施するために行う、情報提供、ケースカンファレンス、サービス担当者会議などにおい

て必要な場合 

 

２ 使用にあたっての条件 

 ① 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関係者以

外には決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

 ② 事業所は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等を記録しておくこと。 

 

３ 個人情報の内容 

 ・氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況等、サービスを行うために最小限必要な利用者や家族個人

に関する情報 

 ・その他の情報（写真等） 

 

令和   年    月    日 

 

社会福祉法人 高志会 

れんげ荘フィットネスデイ柱本 

理事長 高橋 弘充 様 

 

本  人 

（利用者） 

住 所 
 

氏 名       ㊞ 代筆者氏名： 

代理人 

住 所 
 

氏 名           ㊞ ご利用者との関係：   

利用者家族 

住 所 
 

氏 名           ㊞ ご利用者との関係：   

利用者家族 

住 所 
 

氏 名           ㊞ ご利用者との関係：   
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令和   年   月   日 

 

リスクに関する同意書 

 

れんげ荘フィットネスデイ柱本 

理事長 高橋 弘充様 

利用者氏名             印 

住 所               

家 族 氏 名             印 

続 柄               

電 話 番 号               

              

利用者        または家族       (続柄)    は下記内容を理解し、事業者が行う

対応に同意します。 

 

記 

 

事業内容として、運動、機能訓練が主となり身体を動かしている時間が長くなります。看護職員を配

置し、体調面に配慮しながら事業運営を行ってまいりますが、転倒、椅子からの転落、運動中の怪我が

生じる可能性がございます。次のような対応行い、出来る限りのリスクマネジメントにより防止に努め

てまいりますが、少なからずリスクが生じることのご理解をお願い致します。 

 

＜対応内容＞ 

・看護職員による体調面の確認 

・配置スタッフでの観察(休息の声掛け等)および介助 

・休息の時間を定期的にもうける 

・水分補給を積極的に行う 

・自己ペースでの運動の推奨 

・危険物除去による動線の確保 

・ヒヤリハット・事故報告書の周知、検討 

・体調不安定者の静養室での休息 

以上 

 

れんげフィットネスデイ柱本説明者             印 

 


